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第６章　商 業 機 構
（商業諸階層の成長）
　アダム・スミスは18世紀の商業従事者について，「その数の増大に制限を課す必要はない」という
趣旨のことを述べている。１）その頃，確かに彼らの数は増えており，しばしば批判の対象となってい
たが，その対象は貿易業者ではなく，国内の問屋や小売業者（の増加）であった。1750年から1825年
にかけての通信の発達と製造企業の規模拡大は，従来の商取引に随伴していた複雑な人的機構の整理
削減を可能としたが，その恩恵をより多くこうむったのは商業よりも，製造業であった。1825年まで
には見本や価格を印刷した広告・販売方法が，従来型の商人（マンチェスター衆：Manchester Man，
と呼ばれた）を駆逐していた。マンチェスター衆は繊維製品や食器など一般的な需要のある商品を，
数頭の馬やラバに積んで町から町を巡り，宿屋などでその地方の小売商人に商品を売っていた。
（消滅傾向タイプの商業）
　ゲスト（Sir John Guest）は1823年に「商品見本を持って全国を行脚し，小売商人に販売する巡回商
人（Commercial Traveller）」に注目し，今やイングランドの国内卸売業の殆ど全てが巡回商人方式で
行われている，と言う。彼らは問屋（factors）と呼ばれ，概ね自己資本・自己責任の商人ではなく，
製造業地域もしくはロンドンにある商業企業の単なる代理商（agent）であった。彼らがマンチェスター
衆を駆逐したのだった。他方，従来，田舎や北部イングランドでは，いっそう小規模なタイプの商人
が小売商人に対してではなく，直接家々に対して，特に衣服を売っていた。彼らはスコットランド衆
と呼ばれていたが，19世紀に入るとこれも自己資本商人ではなく大規模企業の代理商になり始めてい
た。
（スターブリッジ定期市の最後の日々）       
　上記の巡回商人と地方の小売店舗とは一体になって，旧来方式の商業を滅ぼしてしまったが，ケン
ブリッジのスターブリッジ２）に代表される定期市（いち）における家畜，食糧の商いやお祭り騒ぎだ
けは残った。もっとも商人達は定期市を利用する場合でも，それをいわば広告塔としてのみ利用する
１　『諸国民の冨』キャナン版，第１編，341頁
２　12世紀末からケンブリッジで催された定期市の一つで，もともとジョン王がハンセン病患者の救済資金を集めるため
のものだったが，非常に繁盛し，ハンセン病者施設は閉鎖され，主催権もケンブリッジ市（town）当局に移された。最
盛期にはヨーロッパ最大の定期市となったが，主催権を巡っては市当局とケンブリッジ大学の間で争いがあり，エリザ
ベス１世が仲介に入った結果，一種の共催の形がとられることになった。
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傾向を強め，市への現実の出店を辞退する傾向にあった。19世紀に入った頃には，食料に関しては定
期市を広告に利用する方式が非常に盛んになっている。もっともチーズはなお，定期市の代表商品だっ
た。馬もホップも，定期市では，かつてほど取引されなくなっていた。
（服地卸商，商店街，百貨店）
　衣料素材の流通は急速に刷新されつつあり，その後は，この世紀を通じて余り変化しなかった。変
化はロンドンやその他の大都市では相対的に速やかだった。トーマス・ジェームズ（Thomas James）
は改革法案の頃，チープサイド（Cheapside：ロンドンの街路）の亜麻布，絹布，ウールの商人を兼ね
ていたが，工場から直接購入するとともに，製造業地域の小規模な商人達からも買っていた。非常に
小規模な製造業が残存していたので，後者のやり方も必要だったのだ。反面，彼はイングランドのほ
ぼあらゆる町，多くのスコットランドの町，また若干のアイルランドの町で，店舗保有者たちに商品
を売っていた。彼は「少数の大規模小売商は，一部は直接工場から，一部は自分自身のような商人か
ら買っている」と証言している。売買の両面において信用期限は戦後大いに短縮され，以前は６ない
し12 ヶ月の支払い猶予を認められていたのが，今や３ないし４ヶ月となっており，月末には彼は現
金で支払った。以前に比べ，販売速度は速くなり，在庫は減った。
　流通の最終段階では，小間物のための商店街や，百貨店が登場し始めていた。百貨店はロンドンで
も数店が登場していたが，グラスゴーのキャンベル商会（J. and W. Campbell）は特にその地の人々の
誇りだった。64人の従業員が顧客サービスを行い，購入金額の大小に拘わらず，顧客は丁寧に遇され
た。全国至る所で「店舗」が，行商人・定期市の旅商人・各家庭での衣服製造，などにとって代わり
つつあった。ロンドンのリージェント・ストリートやストランドなどでは，商店は新しい時代の潮流
に合わせて，競ってガス灯で照らされた街路に店を出した。道路と運河による交通の迅速化によって，
全国の店舗が，ロンドンの卸売商や製造業地帯の工場・商人達と，簡便に接触することが可能になっ
たのだ。
（食料品の供給と流通）
　国内産食料（全体の20分の19が国内産）の流通は，衣料品に比べると変化が乏しかった。多くの街
では従来通り，生産者と消費者との間の直接取引が，特定場所に設置された市場の屋台で行われてい
た。バーミンガムやマンチェスターのような新興産業都市では伝統的な市場スペースが無く，しばし
ば街路で取引が行われたが次第に改善され，リヴァプールでは巨大なホールが建設された。ロンドン
のように古い都市では，旧来から確保された青空市場で取引が行われたが，取引日の月曜日になると
特定の地域では家畜の群れで通行が不能なほどであり，喧噪や不潔さで大変だった。
　しかし，これらの食料取引でも，中間商人の介在が顕著かつ複雑となってきた。地方における旧来
の取引では生産者と消費者との距離が短く，中間商人は不必要だったが，交通の発達で食材が遠距離
を移動することになると，流通経路が長く複雑になったのである。酪農製品を見ると，バターの場合，
アイルランド産が船でリヴァプールに，あるいは西部産がロンドンに運ばれてくるようになり，この
ことが中間の卸売商の地位を重要なものとした。ミルクも同様で，たとえばロンドンでは，18世紀中
は首都圏の酪農農家がミルクを直接に各家庭に，あるいは小規模の配達業者を通じて供給していたが，
世紀末頃から，郊外で資本家的な大規模酪農業者が出現してきた。たとえばローズ（Rhodes＇）の場合，
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1825－30年頃には400頭以上の牛を飼い，醸造業から出る絞りかすを飼料に用いていた。こういう大
規模酪農家が出現すると，ミルク・ディーラーが登場し，その地位が重要となる。ロンドンから５な
いし20マイル圏域の酪農家から，密閉容器に詰められたミルクが，改良された道路を荷車で運ばれた
のだ。運び先は，明らかにディーラーであった。
（穀物・小麦粉の取引）
　穀物の場合は，18世紀から見本による取引が盛んだったが，流通は簡素化されなかった。大きな原
因は，各地方ごとに度量単位が異なっており，また，取引が重量によるか分量によるか，まちまちだっ
たことである。この不統一による混乱は，事業に慣れている中間商人相互間取引では比較的早く解決
されたが，商人と農業主との間では長く混乱の原因であり続けた。穀物の種類によっても，用いる度
量単位は異なっていた。また，見本取引の発展にも拘わらず，現物による大量取引も消滅してはいな
かった。所在地や扱う穀物に応じて，農業主たちは種々の名称の中間商人（Factor, Merchant, Hoyman, 
Miller, Mealman, Maltsterなど）に販売していた。
　1800年から1830年にかけての変化を概観すると，1800年にはまだ農業主達はマーク・レイン（Mark 
Lane：ロンドン塔に近い小路）で見本を提示して売っていたが，1830年になるとこの慣行は廃れていた。
農業主達は中間商人に販売するようになっていたが，中間商人には，大規模商人や製粉業者（Miller）
の代理商（agent）と，穀物産地（東アングリアやケントの沿岸地帯）の農業主のために，マーク・
レインにおいて取引量に応じた手数料ベースで販売する者とがあった。もっとも，このようにロンド
ンと直接に取引する農業主もいたとはいえ，平均的な農業主は問屋，小舟商人（hoyman）， 地方商人，
あるいは地方製粉業者などに売っていたのである。
　小麦について見ると，輸出に際しては（イギリスが未だに穀物を輸出していた1792年以前の話だ
が），集荷問屋（collecting factors）としての船積み問屋（shipping factors）が，輸出商会のために買い
入れていたが，それ以降，イギリスの輸出がなくなったので船積み問屋は衰退し，代わって製粉業者
が支配的地位についた。1830年には彼らは農業主達から直接にイングランドの小麦を大量に買ってい
た。彼らはしばしば，製粉業者兼穀物商人であり，同時に精製小麦粉商人でもあった。ちなみにこれ
に先立つ1800年の証言によると，製粉業者はその頃既に集荷に際して，かつて小麦輸出商がそうして
いたように，購買面では遠隔地の購入問屋を雇っていた。また販売面ではロンドンの穀物取引所（Corn 
Exchange）において，販売問屋を通じて穀物を売っていた。また，製粉業者は他方で，卸・粗挽き粉
業者（wholesale mealman）と呼ばれる人々の機能をすでに奪い取っていた。この後者は百年以上前か
ら穀物を買い，それを挽かせ，粗挽き粉を特にロンドンに店舗を持つ粗挽き粉業者に売っていたので
ある。1830年代になると，独立の職業としては卸・粗挽き粉業者はすでに衰退していた。
　大麦については，麦芽製造業者が小麦における製粉業者と同じ位置を占めていた。麦芽製造所は至
る所にあり，大麦取引は通常，仲介者を必要としなかった。ただし，ロンドン近郊では１世紀以上も
麦芽があまり生産されておらず，他方，ロンドンでの醸造需要は飛躍的に増大したので，ロンドンに
麦芽を提供するテームズ川とその支流の流域では大規模な取引の機会に恵まれていた。
（ロンドンおよびその他地域の石炭取引）
　さて，ロンドンとテームズ流域の巨額の石炭取引（最も重要な商業機構の一つだった）だが，法令
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と古くからの慣行によって規制され硬直化しており，あまり簡素化のチャンスがなかった。1688年か
ら1800年にかけて70以上の議会法が石炭取引を処理してきた。1800年の調査の後，1807年法によって，
極度に詳細な石炭取引規制が具体化された。この規制法はタイン・ウィア地方とテームズを結ぶ古来
の沿岸取引の慣習を基礎としており，既得権益擁護的な性格が強かった。ミッドランドの石炭は，こ
れら北部の石炭価格が極端に高い場合に，少量が運河を通ってロンドンに運ばれたに過ぎなかった。
ティーズ地方およびファース（Firth）地方の石炭も登場したばかりだった。これら２地方の石炭にし
ても，北部の石炭と同様に海に由来する3）という理由で，旧来の規制に服すほかなかった。
　ニューカッスルの石炭は，かつてはフィッター（ﬁtter）と呼ばれる問屋の手を経て，石炭保有者（鉱
山所有者兼採掘者，もしくは鉱山借地者）から船主（船舶保有者）に移送されていた。フィッターは
自前の小型荷船を所有していて，手数料ベースで運んでいた。ロンドンにおける通常の買い手は大規
模な石炭商人で，名目上の取引量より５％ほど多い量の石炭を受け取り，これで税などの諸費用を
賄っていた。石炭には種々雑多な税がかけられており，商人はまず船積み前に北部でかけられる諸税
が支払われているというフィッターの証明を確認した。引き続き，法令の定める水上検査官（water 
meters）がフィッターの荷送り状に照らして荷下ろしと荷物を検分した。ついで，テームズ地方での
諸負担（市長税，市場税，重い国王税，および問屋口銭，印紙税，保険料，等々）が支払われねばな
らなかった。荷下ろし作業は，法定賃金が支払われる石炭荷役人（coal whippers）によって行われね
ばならなかった。荷下ろしに使う艀は，通常，商人の物で規制はなかったが，それを操る人々は船乗
り組合の自由メンバーに限定されていた。陸揚げすべき埠頭に着くと，これまた法令による 陸上検
査官（land meters）の監視下に入った。彼らは荷物を検査する際，３ブッシェルの袋に入っているか
否かという，体積面のみからの粗雑な査定に終始したので，誰もが石炭を砕いて体積が嵩張るように
腐心した。（要するに，旧式の取引規制が機構を不要に複雑にしてコストをも高めた，ということである。）
　大商人に取得された石炭は，ついで第二次商人と呼ばれる人々に売られた。後者はさらに取引順序
で見ると，アカウンター（accounters），真鍮銘板の石炭商人（brass plate coal merchants：brass plate は
「お墨付き」を意味し，この言葉は他の業界でも用いられた），埠頭の保管者から石炭を購入して貧しい人々
に販売する行商人，に分化していた。
　石炭の国内取引は対外輸出をはるかに凌いでいた。アイルランド向けの船積みは，その他の外国と
植民地への合計輸出額の２倍以上であったが，1830年頃にはテームズ河は，そのアイルランド向け輸
出額のほぼ３倍を運んでいた。石炭単品の輸出量は1825年までは28万トンを超えることがなかった。
1830年になって漸く40万トンを超え，急拡大が始まったにすぎない。1825－30年を平均すると，イギ
リスに入港する全世界の船腹容量は275万トンほどに過ぎなかったが，他方，短距離輸送の石炭船で，
テームズは毎年200万トンの石炭を扱っていたのだ。
3　タイン・ウィア地方の石炭は海産（sea-borne）と称されるが，別段，海底から採られているのではない。呼称については，
ロンドン市場に海路で運ばれたからという説（ちなみに，borne は通常，「産む」以外の意味を表す過去分詞で，「産む」
の意の過去分詞には born を用いる）と，当初の石炭が海岸で発見されたからという説とがある。
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（輸入取引：木材，穀物，工業原材料，「植民地商品」，およびワイン）
　木材はイギリス唯一の大量輸入財であった。数世紀にわたり海軍の帆柱用円材，染料用木材，ある
いは熱帯地方の珍しい木材などが輸入されていたが，海外の供給に決定的に依存するようになったの
は，イギリスの森林が消失し，住宅建材需要が高まった18世紀になってからのことである。当初，輸
入は主として北欧からであった。1788年から1802年の期間，毎年，北欧から20万荷（loads）のモミ
材が輸入されていた。この頃，北米植民地からの輸入はネグリジブルだったが，対仏戦争と関税が事
情を変えた。ヨーロッパからの輸入関税は飛躍的に引き上げられる一方，北米植民地に対する輸入関
税は微々たるものだった。1821年の関税更改で，植民地木材にも１荷につき10シリングの関税がかか
ることになったが，それでもカナダからの輸入は，外国からの輸入に比べて１荷につき30シリングだ
け有利であった。さらに自然条件による有利さも加わって，1844年にはおそらく木材輸入の約70％が
植民地からであった。1820年代には，イギリスとアイルランドの港に入ってくる貨物総トン数の実に
３分の１ほどが木材であったと考えてよい。
　穀物法の性格とその修正のゆえに，穀物輸入は不規則的かつ間歇的だった。再輸出のための倉庫保
管が可能であるために常に若干の取引はあったが，しばしば非常に少量で，1823年を例にとると，総
計で１万3000トンにすぎなかった。1828年に，その後の穀物法となるスライド制法が定められたのだ
が，たまたまその後に不作の諸年が続き，1829－31年には小麦と小麦粉の輸入量は年平均で40万トン
ほどになった（1825－28年は年平均13万トン）。全穀物および穀物粉の輸入量では，1827年の70万ト
ンがピーク値である。しかし，1833－36年には輸入量は再び激減し，４年間の全穀物・穀物粉の輸入
量平均値は上記1827年の10分の１ほどであった。
　鉱石・金属類の輸入量も少なかった。この頃は従前（それも長期間）に比べ，鉄の輸入量が減少し
た。国内産の品質が向上したためである。世紀初めの鉄輸入量は４万トンだったが，1820－28の期間
では１万トン台が支配的だった。たしかに軍需は終息したが，その代わりに刃物などの一般需要がこ
れを補ったはずである。つまり，1820年代には国内産の鉄の品質が向上し，あらゆる需要に対応でき
るようになっていたのだ。1800年頃には国内産と輸入鉄との比率は４：１程度だったが，1828年には
50：１になっており，その年の原料鉄の輸出量（銑鉄ではなく，主として錬鉄）は６万5000トン（輸
入量は１万4000トン）となっていた。
　銅鉱石の南米からの輸入も始まったばかりだった（これは1824－25年の同地における無数の鉱山開
発の結果である）。スウォンジーを中心とする銅製錬業に銅を供給していたのは，デヴォン，コーン
ウォール，マン島などであった。1815－25年の間，ブリテンは国内で消費する以上の量の銅を輸出し
ており，その後の数年もそうだった。1832年におけるイギリスの非製錬銅および銅板の輸出量は8,000
トンほどで，外国産銅鉱石のブリテンにおける製錬量は700トンであった。もっとも，後者の数値は
1830年代に急増する。錫も銅と同様の状況にあった。200年ほど前からタイやマレー産の錫が西欧に
流入し始めていたが，当時なお，イギリスは欧州の錫供給国であった。ただし，イギリスの錫産出額
はジョージ４世治世（1820－30年）の頃が最盛期で，1827年には年産出額が5,500トンに達していた。
1821－30年の年平均産出額は4,400トンである。このうち，半分近くが輸出されていた。鉛もイギリ
スの輸出品だった。1821年には２万トンの輸出額があったのだが，その後減少し，1831年には8,000
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ないし9,000トンになっている。輸出先でスペインが強力な競争相手として登場もしくは復活したた
めである。
　さて，新たな大量輸入商品と言えるのは，他ならぬ綿である。40年前には，わが国で使用された綿
の総量は8,000トンほどに過ぎず，輸入のための船腹も少なくて済んだ。しかし，1800－01年頃には，
２万5000トン，対仏戦後にはその２倍，1825－30年には10万トン（年平均値）の船腹が必要となって
いた。1794年まではレヴァント，西インド，ギアナなどからの綿が全需要を満たしており，戦後になっ
てもベンガル，ブラジル，エジプトなどの綿が大量に輸入された時期があったが，1826－30年の時期
になるとアメリカの奴隷による機械繰りの綿が急成長してきた。この時期になると，連合王国で消費
される綿の４分の３がアメリカ産となっている。
　18世紀末葉に工場制度が突然的に勃興するまでは，原料亜麻も原料大麻（後者は主としてバルト海
沿岸から）も輸入量において綿のそれをかなり凌駕していた。大麻輸入は戦時中にピーク値に達し，
戦後は年２万5000トンから３万トンの平常レベルに落ち着いた。亜麻輸入量は1820年以降，急速に増
加した。原因は機械の採用による生産の増加とイギリス国内における原料生産の衰退である。1825年
のブーム時に輸入量はほぼ５万3000トンに達し，1833年まで４万5000トンを下回ったのは２年だけ
だった。羊毛の場合，輸入量は上記のような数値に遠く及ばなかった。外国産の原料に頼るようになっ
たのは，ごく近年のことだったからである。18世紀中，政府の関心は輸入ではなくて，国内余剰原毛
の密輸出規制にあった。規制は成功的ではなく，1825年に規制が撤廃されると正規の輸出取引が増加
し始めた。他方，18世紀中，主としてスペインからの上質羊毛が比較的少量ながらイングランド西部
の製造業者に購入されていた。この輸入量は1800年には4,000トンに達していた。戦争中は，このス
ペインからの輸入の優勢が続いたが，和平後はシレジア，サクソニー地方で近年飼育され始めたメリ
ノ種羊毛の高品質が認識されるようになり，上質羊毛の輸入量は1824年に１万トンに達し，その３分
の２がドイツからとなっていた。他方，オーストラリアからの輸入は1814年に10トン強程度であった
が，1826年には500トンに増加し，1850年になると１万7000トンで第１位となり，ドイツは第２位（4,000
トン）と順位が逆転している。
　砂糖は重要な輸入品目だった。砂糖輸入に携わった業界団体は，西インドグループ（West India 
interest）と呼ばれ，１世紀近くに亘って政治的な一つの勢力であった。1821－30年の期間，砂糖輸入
量は通常，年当たり22万トンほどだった。税抜きの価額は季節と品質によって異なるが，１トンあた
り最低11ポンド，最高58ポンド，中位品質の平均値は20ポンドほどだった。22万トンのすべてがブリ
テンで消費もしくは精製されたわけではない。砂糖取引では中継貿易が重要で，政治家達も保税倉庫
制度を用いて，大いにこれを利用しようとした。22万トンのうち，４万トンほどが再輸出に回った。
アイルランド向けが残りの７分の１弱，ブリテンの消費は1820年代初期には，１年当たり15ないし16
万トン（国民一人当たり20ポンド）ほどだった。
　商業・財政・社会面から見て，コーヒーと紅茶はさほど重要ではなかった。コーヒーの粗輸入量は
１万7000トンないし２万3000トン程度であったが，その相当部分（或る年は過半）が再輸出されてい
た。ロンドンを軸とするこの中継貿易はブリテンの貿易収支を助け，ロンドン市を養なったが，その
他の点では重要ではなかった。1831年の国内消費量は１万トンを下回る程度で，一人当たりの消費量
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は年1.25ポンド（約568グラム）ほどに過ぎなかった。イギリスの勤労階級は，まだあまりコーヒーを
飲めなかった。紅茶はいまだに完全に東インド会社の手中にあり，この独占が価格をつり上げ，消
費を抑え込んだ。1831年の消費量は大ブリテンとアイルランドを合わせて１万3000トン強に過ぎな
かった。大ブリテンでの一人当たり消費量は，年にして1.25ポンドから1.5ポンドの間と推定される。 
1821－31年間における紅茶の平均小売価格は，税と種々の中間マージンのために，１ポンド当たり６
シリングを超えていた。妻と子供３人を扶養し，（都会でさえ）週給18ないし16シリングの労働者が，
この高い紅茶を簡単に買えるはずがなかった。ワイン取引は停滞的で重要性が乏しかった。この頃の
連合王国の一人当たりワイン消費量は，１世紀前の４分の１と想定されている。連合王国は，1821－
31年の期間，あらゆるワインを合わせて１年当たり600万ガロン，すなわち400トンの船60隻分を消費
していたに過ぎない。これに対して，蒸留酒の方は輸入量が大きかった。ラムだけでも1831年には
780万ガロンが輸入された。これに相当額の密輸入ラムが加わる。
　要するに，1825－30年の期間，量の面から見た場合，主要な輸入財は木材，穀物・小麦粉，砂糖，綿，
亜麻，蒸留酒，大麻，コーヒー，ワイン，紅茶，鉄，羊毛（およびタバコ）であって，輸入量の順番
もまずこの通りであった。以上の品目は量および価値の面から見て，恐らく全輸入量の４分の３を占
めていたはずである。総じて外国からの加工製造物輸入は僅少だった。わずかにドイツ，フランスか
ら鏡などのガラス製品，羊毛製品，服飾関連繊維製品，亜麻布などが入ってきたに過ぎない。
（輸出および再輸出取引）
　ブリテンはほぼ全面的に，製造業製品の輸出および植民地物産の再輸出で輸入代金を支払ってい
た。原材料では石炭，錫，銅，鉛，羊毛，銑鉄などが僅かばかり輸出されていたに過ぎない。総輸出
額に占める原材料の金額割合は，1827年，1830年のいずれにおいても，17ないし18％にすぎなかった。
1830年の総輸出額は3,830万ポンドだったが，そのうち実に1,930万ポンドが綿製品の輸出額であった。
イギリス産業は，かくも急速に新興産業に依存するようになっていたのだ。綿製品のうちでは半製品
の輸出額が増加しつつあったが，これはフランスなど大陸諸国が完成品を閉め出す政策を採っていた
ためである。50年前に主要輸出品だった羊毛は，すでに綿に大きく後れをとっていた。亜麻はこれに
反し，輸出が伸びつつあったが（総額は1830年頃，年に250万ポンド程度），亜麻商品全体の中で糸の
比重はまだ大きくはなかった。綿・羊毛・亜麻・絹製品の４者の輸出額合計は，輸出総額3,830万ポ
ンド（上記）のうち，2,650万ポンドほどであった。その他の輸出品目では金物，食卓用金物，銅・
真鍮製品などを挙げうる程度である。
　さて，1830年の総額3,820万ポンド（上掲では3,830万ポンドとされているが）の輸出相手国だが，単独
の国では合衆国向けが610万ポンドと最も多く（殆どが綿製品），プロシア，ドイツ諸邦，オランダ，
ベルギー向け合計670万ポンド，フランス，スペイン，イタリー，ポルトガル，バルカン沿岸向け合
計720万ポンド，ロシア，スカンディナヴィア諸国向け合計170万ポンド，アジア向け合計410万ポンド，
アフリカ向け74万ポンド，オーストラリア向け30万ポンド，イギリスの北米植民地向け190万ポンド，
イギリス領西インド諸島向け280万ポンド，メキシコを含む中南米向け520万ポンド，等々である。（裏
返して見れば）綿，砂糖，優良木材の産出地域の大きな購買力が注目される。なお，南米はロンドン
で借り入れた資金で購買力を獲得していた。
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（私的な取引業者と会社：東インド会社他）
　イギリスの貿易は，ほぼ全て私的商業企業によって行われていたが，重要な例外もあった。東イン
ド会社による貿易である。しかし，1813年に同社の独占特許が更に20年延長されるべく決定された時，
私的企業の取引権限が大いに拡大された。その結果1820年代には制度が複雑化し，矛盾を含み，政治
経済学者たちの手厳しい批判の対象となった。たとえば貿易を律する一般法と同社の特許事項とが，
独占権益の及ぶ地域に関して矛盾していた。また，同社は1821年の或る法によって，従来の特権地域
に関する独占権を失ったが，例外として中国に関しては権益が保留された。ところが，この法ではイ
ギリスの「船主」は中国と貿易できない一方で，イギリスの「商品」の貿易は可能というような奇妙
な規定になっており，アメリカ船がイギリス商品を大量に積んで広東で荷下ろしをするというような
事態を生んだ。1821年の外国貿易委員会は，この不都合を意識していたが，従来の特権を根本的に廃
止するにはいたらず，中国との紅茶やブロード布の取引は，1833年に特権が消滅するまで，同社によ
るかアメリカ船による他なかった。この間，たとえばイギリスでの紅茶の値段は高いままだった。
　その他にも，この頃，古くからの特許会社がいくつか細々と命脈を保っていたが，歴史を遡っても，
会社として取引を行った，あるいはその申し出をしたことがあるのはモスクワ会社と南海会社のみで
あって，これらを含め旧来の特権会社は，この時代，商業界から全く忘れられた存在だった。
（貿易金融：託送商品担保の前貸し：マーチャント・バンカー）
　大規模独占企業が貿易を行っている地域での金融問題はシンプルだったが，そういう地域は中国と
カナダ地方に限られていた。その他地域のうち，合衆国とヨーロッパ大陸は自らの銀行や金融機関，
商業出身の手形取引業者，ブローカー，取引所，イギリス諸企業の取引店などを持っていた。
　しかし，それ以外の地域では，銀行制度もなければイギリス商人や製造企業が接触できる常在の輸
入業者も居なかった。そこで金融業務はイギリス商人や彼のために便宜を供給する人々の肩に掛かっ
ていた。輸出業者の間では，とりわけ1816年と1825年の商業恐慌以来，旧来のリスク丸抱え方式（輸
出者が商品を全額購入し，自前の船もしくは傭船に積み込み，販路についても全面的にリスクを負う
方式）を放棄する傾向があった。商人は委託販売方式で彼の許に送られてくる商品を担保に，代金
の一定割合を前貸しする方式を採ることによってリスクを減らし，その分だけ，商品の販売を渇望
している製造業者に負担を分与したのである。もっとも，強力で著名な製造業者達（Boulton & Watt，
Dale & Owen，Wedgewoods，Gotts など）は更に進んで，みずから商業リスクを引き受けるようになっ
ていたが，国全体として，かつ平均的に見た場合，殆どの産業において製造業者はまだ小規模で，「委
託販売のために積送」（以下，「託送」と略記）されてくる商品を担保に一定割合を前借りするという上
述の方式が，1823年頃には一般的だったと見てよい。商人による前貸し方式は地方商人からロンドン
の大輸出商人に至るまで連鎖的に形成され，過程全体の首尾は最終販売に掛かっており，その際の売
上額と前貸し分との差額調整が重要問題だった。
　イギリスが比較的経済発展の遅れた国々から食料や原材料を輸入する場合は，もっと全面的な金融
が必要であった。次のような前貸し金融の連鎖が形成された：「A国輸出業者→A国農業主」，これを
承けて「イギリス輸入者→A国輸出業者」，そして即座の販売が困難である結果，最終的には「資本
家（capitalist：実質上，金融業者）→イギリス輸入者」。この方式はとりわけ港の倉庫を用いる中継貿
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易で多く用いられた。キューバの砂糖やブラジルのコーヒーがロンドンに向けて託送され，農業主や
商人達は即座の価値実現を期待して手形を振り出した。荷はすぐには売れないのでロンドンの倉庫に
保管された。これを承けて支払い猶予期限も長い場合が多く，特に東インド貿易ではこれが顕著であっ
た。ロンドンにおける託送荷の荷受け者（以下，荷受け者と略記）はしばしば数ヶ月，時には何年も商
品を保管していた。彼らは豊かな資力にまかせて，しばしば究極の所有権が誰にあるのか不明な商品
を引き当てに前貸しを供与し，多大のリスクを抱える結果となった。これから生産される予定の商品
や，甚だしい場合はこれから砂糖やインディゴを育てる農園を引き当てに前貸しを供与している場合
すらあった。1820年代については，この方式の濫用はさほど表面化しなかったが，1847年の商業恐慌
が東インド関連の諸商会を震撼させたとき，実はそれに先立つ多年に亘って濫用があったこと，およ
び，このシステムには危険が内在していることが明らかになった。リスクは南米取引，東インド取引，
西インド取引，の順で高かった。前の２者においては，取引や取引先が新しく，イギリスの関係業者
が相手国の取引や取引業者を殆ど知らなかったことが原因である。
　とはいえ，輸出であれ輸入であれ，商人がストレートに商品を買い取って販売するという方式に比
べれば，前貸し方式の方がリスクは少なかった。イギリス商人は送られてくる手形を引き受けるとい
う形で，手形の市場価値の３分の２か４分の３程度を前貸しし，必要な場合は，みずからの商品や託
送商品を担保に，銀行等による前貸しを利用したのである。この前貸し金融方式は上記３地方との取
引ばかりでなく，イタリアとの絹取引，スペイン・ドイツとの羊毛取引，アメリカとの綿取引にも用
いられた。ちなみに綿の輸入は今やリヴァプールに集中しており，輸入者はほぼ常に，「商人」および「ア
メリカ輸出者のための問屋（手数料販売者）」という二つの機能を併せ持っていた。
　輸入者の背後にはブローカーと呼ばれる人々が存在した。彼らは対仏戦後急速に力をつけ，リヴァ
プール後背地の紡績企業が用いる綿の大部分を輸入者から買い取っていた。マンチェスターの綿
ディーラーは押しのけられて衰微しつつあった。輸入者達はこのブローカーから前貸しを受けていた
のである。ただし，信用期限は非常に短く，支払い猶予は10日，手形期限は３カ月であった。ランカ
シャーが商業機構の運動を加速化しつつあったと言える。荷受け者による前貸し方式は，穀物はじめ
農産物取引では一般的だったが，とりわけ「イギリス－アイルランド」取引では優勢かつ重要だった。
　これらの荷受け者たちが，当時，最終段階グループの資本家であって，彼らの信用が託送・前貸
し制度の支柱であった。1823年の或る報告では，このグループは「銀行家，穀物問屋，ブローカー」
から成っていて，彼らが商人達に前貸しを行っている，と述べられている。その同類である農産物・
手形ブローカーは，「彼らの仕事は商人達のためである。すなわち，商品を購入し，彼らのために為
替手形を入手してやり，その際，仲介手数料を得ている」と説明されている（Campbell, The London 
Tradesman, 1747-57, p. 296）。純粋の仲介手数料方式は，1830年頃はまだ盛んであったが，この頃から
次第に仲介ブローカーの中から，託送制度の発展に依拠しつつ，イギリス商業の最強企業が登場し始
めた。
　同様に，成功したブローカーの中からは，単に商人達のために手数料ベースで為替手形を入手して
やるだけでなく，自己勘定で大々的に内国・外国の手形を売買する「手形の商人」が生まれてきた。
リチャードソン・オーヴァーレンド商会（Richardson Overend and Co.） がその最適例である。
－22－
一ノ瀬　篤22
　また，商人達の中から，冒険的な要素を最大限排除し，みずからの人的知識や市場に関する知識を
用いて，他の商人達の冒険的事業に融資する人々も出てきた。当時，国内の場合と同様，国際商業に
関しても，商人，ブローカー，銀行家の区別は明確ではなかった。商業と金融とを問わず，国際取引
と国内取引の区別も，さほど明確ではなかった。そういう混沌状態の中から，独自なやり方で国際取
引に融資する一群の企業が生じつつあったのだ。マーチャント・バンカーがそれである。彼らは輸入
者に自己の名前を貸し，外国からの託送荷を引き当てとして振り出された手形を引き受け，手形の市
場性を高める機能を果たした。取引関係者に関する知識を武器として，取引の全過程を円滑にし，保
障を与えたのである。1833年の議会委員会で，T. ウィギンス（Timothy Wiggins）が上述のガーニーと
並んで証言しているが，自分を「外国銀行家」（a foreign banker）と紹介し，「外国で振り出された手
形を引き受け」，「支払いを求めて世界の津々浦々から送られてくる手形を受領する」のが仕事だと説
明している。手形引き受けの機能は古くからあったが，業務としてそれが特化したのは，比較的新し
い出来事であった。
第７章　貨幣，銀行業，保険，および特殊な商業機関＊
（金本位制度）
　1819年のピール法はイングランド銀行（以下，BOE）に対して，1821年５月１日から地金１オン
スにつき３ポンド17シリング10½ペンスの造幣局価格で銀行券の金兌換を再開するよう命じていた。
また，1823年５月１日からはあらゆる額面のBOE銀行券（以下，BOE券）を新たに鋳造される金貨と
兌換するよう命じていた。実際に1821年５月から，５ポンド未満の銀行券について兌換が再開された。
関連法はBOEが議会の承認なしに政府に貸し付けることを禁止したが，議会に取引金額が毎年開示さ
れる限り，国庫証券の買入れとそれを担保とする貸付は認めていた。こうして24年間にわたる兌換停
止は終末を迎え，金単本位制度が最終的に確立された。
（イングランドの銀行制度）
　当時，連合王国は唯一の金本位制度国であった。また銀行制度という面では，中央銀行であると同
時に国民的銀行であり，同時に株式銀行（以下，株銀）でもあるBOEを有し，同行は株式銀行業およ
び政府の銀行業務を独占し，他の首都圏諸銀行のために究極的準備金の管理業務を行い，金準備保有
者としても国で唯一の重要な存在であった。イギリスはこのような銀行制度を有する唯一の国でも
あった。BOEは，金兌換義務および対政府貸付の原則禁止の他，将来に亘って５ポンド未満の銀行券
を発行しない，という制限に服してはいたものの，総じて銀行界で卓越した地位を占めていた。
　第二に，ロンドン個人銀行が約60行存在した。概ね強力で名声もあり，小切手引出の可能な信用を
開設することで貸出を行っていた。彼らは既に50年以上も発券を停止していたのである。BOEの銀行
券が彼らにとっての支払い準備になっていた。第三に約800の地方銀行（以下，地銀）があり，大半
が発券していた。地銀の多くはみずからの銀行券を用い，小切手の使用は稀だった。とりわけ兌換
＊　第７章については旧稿（一ノ瀬篤「J. クラパムの貨幣・金融史：1821－1890年」愛媛経済論集第６巻第１号，1986年
６月）を部分的に用いている。
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停止以降は現金不足（労働者への賃金支払い用，など）を補うために地銀の銀行券が多用された。と
くに北部の工業地帯ではそうだった。ただし，マンチェスター，リヴァプールを中心とする南ランカ
シャーでは発券銀行が少なく有力銀行は非発券だったので，兌換再開後でもBOE券が多用されており，
地方での例外となっていた。ここではBOE券と並んで銀行手形，裏書手形，私的な債務証書などが混
合流通していた。
　小額面銀行券については，これを規制しようとする議会と，その流通を望む地方経済界との間で意
見が衝突していた。20シリング未満の銀行券は1775年に，５ポンド未満券は1777年に，法で禁止され
ていたが，後に20シリング券発行が再開された。上記のように地方では賃金支払い用の小額面銀行券
への需要が根強く，ようやく1826年の法律で，1829年４月５日以降は新規の５ポンド未満券の発行を
禁止するという形で落着した。
　地銀とロンドンとの関係を見ると，イングランド北部ではBOE券は流通していなかったが，全ての
地銀がこれを保有していたはずである。地銀はロンドン取引先銀行を通じて，手形を現金化していた。
そして銀行制限時代に金準備を直接保有する慣行は薄れており，恐慌時になって初めて手形や銀行券
を金に換えて地方に持ち込んだ。こうして恐慌時に，BOEから地方への地金流出（700万ないし800万
ポンドにものぼる）が生じることになったのだ。ロンドン銀行と地銀の業務を比較してみると，前者
では当座性預金に利子を付けず，反面，手数料を取らなかった。また，顧客資金の管理を旨としてい
た。地銀は常に手数料を取り，定期性の預金には利子を付けたが，そのような預金は稀であった。また，
貸出を主業務としていた。地銀には小規模で経営が不健全なものが多く，1815－30年の期間に，実に
206行が破綻している。破綻の主原因は，投機か単一顧客への過剰貸出であった。
（スコットランドの銀行業）
　スコットランドでは様相が異なる。1826年には合計36の銀行しかなかった。その頂点にはthe Bank 
of Scotland など三つの特許株式銀行があった。これらは1774年から活発に支店設置に乗りだし，1826
年には既に４行（1810年，新参の the Commercial Bankが特許銀行として認可された）で75内外の支
店を保有していた。したがって，資本金も45万ポンドないし150万ポンドと巨額になっていた（これ
に対し，イングランドでは1826年時点でも，銀行の支店は全くなく，BOE以外，資本金額も不明であ
る）。また，その定款から見て債務に対しては有限責任であると見なされていた。その他の銀行には，
少数の衰微しつつある個人銀行（エディンバラに４行，非発券）と「株式」銀行（主として地方に立
地）とがあった。後者は正確には「準」株銀と言うべき存在で，法人格および有限責任が認められて
いないことを除けば，株銀の全ての性格を備え，その上位行は強力で安定していた。「株式」銀行の
下位行は規模が小さく，個銀と大差がなかった。スコットランドの重要な銀行の場合，その特色は上
記のいずれの種類であれ，すべて発券銀行であること，１ポンド券のような小額面銀行券を発行して
いたこと，小切手制は未発達であること，預金慣行，しかも付利預金制が早くから根付いていたこと
（当座性の預金にさえ付利），小額預金者が奨励・歓迎されていたこと，などである。これに対し，イ
ングランドでは小額預金は敬遠されており，付利慣行もなかった。スコットランドの銀行は，資本金
が巨額（とくに特許銀行），存立が古い，本店がエディンバラに集中している，スコットランドの事
業規模が小さい，等が作用して業務に統一性があり，また銀行への信頼感も高かった。１ポンド券を
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含め，銀行券への信頼性も高く，銀行家達は「労働階級の10分の９は鋳貨よりも銀行券の保有を選好
するはず」と豪語しており，イングランドと異なり，銀行券の価値滅失への恐怖は全くなかった。ま
た，有名な cash credit （保証人があれば，貧しい階層でも一定額まで借り入れることが出来る）もスコッ
トランドの特色であった。  
（銀行業改革のための計画）
　このようなスコットランド諸銀行の長所に注目して，イングランドでも強力な株式銀行を設立すべ
しという運動の主導者になったのが T. ジョプリン（Thomas Joplin）である。彼はスコットランド諸
銀行が資金供給者と資金需要者とを仲介する機能を安定的に果たしていることを評価し，イングラン
ド（具体的にはニューカッスル）でも強力な株銀を設立しようとした。その際，BOEの特許は発券の
独占を認めるものではあっても資金の仲介をする株銀（public banks）の設立を禁じているものでは
ない，と論じた。
（1825年の恐慌と1826年の立法）
　このような運動および何よりも1825年恐慌の影響を受けて，1826年の二つの法律と1833年の法律が
制定され，イングランドの銀行制度は大いに変容した。1825年の恐慌に先立つ企業設立ブーム（624
企業が設立・設立予定）において当然銀行も多く設立（もしくは予定）されたが，イングランドにつ
いては恐慌後残存している新規銀行はゼロであった。スコットランドでは恐慌の打撃は軽微であった。
恐慌後，銀行の過剰発券が敵視され，とりわけ小額面銀行券は非難の対象となった。1826年３月の「銀
行券法」は，BOEについても地銀についても５ポンド未満の小額面銀行券の発行・再発行を爾後３年
までに限定した。他方で同年５月の「株式銀行法」は，ロンドンから半径65マイルの圏域（ほぼケン
ブリッジ，オクスフォードを含みうる）の外における株銀の設立を認めた（ただし，ロンドン圏に支
店を設置しないことが条件）。地方では銀行は発券しているのが常であるから，もちろん，株式発券
銀行が認められたのである。株銀には法人格が認められたが，有限責任はまだ認可されなかった。ま
た，この法によってBOEの支店設置権が確認され，爾後の銀行制度に大きな影響を及ぼした。
（イングランド銀行の支店と株式銀行）
　BOEは1826年法に従って，ただちに（もしくは数年の内に）マンチェスター，バーミンガム，リー
ズ，リヴァプール，など10以上の主要都市に支店を開設した。これらの支店は単なる発券者としてだ
けではなく，手形割引者としても行動した。当初，その際の利率はしばしば地方利率よりも低かった。
つまり，BOE支店は地銀の競争者として機能したのである。とりわけBOE支店は地銀券を条件付きで
しか受け取ろうとしなかったので，地銀からの評判は悪かった。とはいえ，かくしては「BOE券慣行」
が生じざるを得ない。このような状況下で，指導的な地銀のいくつかは，BOE支店の存在意義（一国
銀行業の安定化，金移動の潤滑化）を次第に評価し，これとの協働を志向するようになった。
　地方株銀は1833年法後も順調に発展し，個銀との合同や株銀相互の合同も進んだ。カテゴリー別の
銀行数を示すと，次表の通りである。
－25－
『近代イギリス経済史　第１巻　第１編　 鉄道時代前夜のイギリス，1820 － 1850 年』要綱， 第６章，第７章 25
表　イングランドにおける銀行数の推移：1821−41年＊
種別
年
株式銀行 個人銀行
発券 非発券 発券 非発券
1821 n.a. 781
1831 n.a. 436ｄ）
1833 32 n.a.
1836 79 ２ａ）＋18ｂ） n.a. n.a.
1841 91 24ｃ） 287 34ｅ）
＊本表ではBookⅠ，pp. 278-279の他，BookⅡ，pp. 511-512をも参照している。
ａ）ロンドン圏
ｂ）地方
ｃ）これらはほぼ専らBOE券を用い，BOEと特別協定を結んでいた。
ｄ）1820年代の大減少の殆どが地銀。
ｅ）殆どロンドン。
（金準備と金流出）
　金準備の問題については，BOEがその保管者の役割を果たしていたが，結果的にそうなっていたに
過ぎず，この頃まだBOEには保管者としての責任感はなかった。BOE支店の活発な拡張にともない，
地方でも（ロンドン圏では従来から）BOE券の流通が支配的になってきたので（ただし，小額面券は
流通から引き上げられ，その跡は鋳貨が埋めつつあった），金準備が次第にBOEに集中されていった
のである。当時のBOE総裁 J. H. パーマー（J. H. Palmer：総裁在任1830－33年）は，「BOEの関知する範
囲内では，為替が（BOE券の）流通（量）を規定する」という趣旨のことを述べているが，含意は「為
替相場がポンド安の方向に動くと公衆がBOEに銀行券を持ち込んで金を外国に送る，その結果，国
内の銀行券流通量が減る」というものである。G. W. ノーマン（George Warde Norman：BOE理事在任
1821－72年，通貨学派の代表者の一人）は「公衆がBOEに働きかけるのであって，その逆ではない」と
述べている。1832年頃になると，BOEは既に自己の割引率を市場割引率よりも少し高く設定しては
いたが（市中銀行との競争者という地位から脱皮），割引率操作によって為替に作用を及ぼす意図は
なかった。「為替が正常の場合は，BOEは自己の総債務の３分の１を金属準備で保有すべし」という，
後に喧伝されすぎたパーマーの法則も決して厳格な基準ではなく，現実には金属準備は概ねその率を
下回っていたし，その中に銀が５分の１ほど入っていたことは注意を要する。
　金準備の流出は国内向けの場合と海外向けの場合とがある。前者は政治・商業上の不安によっ
てのみ引き起こされていた。後者は例外的にしか生じていなかった。N. ロスチャイルド（Nathan 
Rothschild）は「一般的には為替は常にイギリスに有利で，金への大需要が生じるのは対外ローンに
よる場合だけ」と述べている。ローン以外の要因は穀物の大量輸入である。1825年には国内・国外流
出が同時に生じたのだ。この時はフランス銀行の事実上の協力によって救われている。
（手形交換所制度）
　シティでは金と現金の節約に力を入れており，諸銀行は50年以上に亘って手形交換システムで結ば
れていた。1827年のリストには32の交換所加盟銀行が登録されているが，それはロンドン銀行業史に
登場する重要な名前をほぼ全て含んでいる。交換所は，諸銀行敷地に立ち混じって，ロンバード街に
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あった。各々の銀行はそこに自分の引出しを保有しており，他の銀行の事務員たちが一日に二度やっ
てきて，引出し所有銀行の支払うべき満期手形・小切手をそこに投入していった。貸・借それぞれの
額が，雇われの検査官によって総計され，差額が納入された。取引所には金，銀，鋳貨が持ち込まれ
ることはなく，５ポンド未満の差額は翌日の勘定に繰り越された。５ポンド以上の差額は世紀中葉に
はBOE宛の小切手で支払われていたので，1827年時点でもすでにそうしていたのかもしれないし，あ
るいはBOE券で支払われていたのかもしれない。
（火災保険）
　A. スミスは『諸国民の冨』（1776年）で，「王国全体をとれば，多分95－99％の家屋が火災保険で
保護されていない」という趣旨のことを述べているが，これは極論だ。たしかに特にスコットランド
やウェールズ，アイルランドには小屋に近い家も多く，これら全てを含めれば，家屋数では彼の言う
ことは妥当かもしれない。しかし，家屋価額総計に対する付保家屋価額の比率は遥かに高かったはず
である（特にイングランド）。
　1771年にマンチェスターではじめて銀行が設立された際，併せて火災保険会社も設立されたが，こ
の時に，首都圏で付保された人々に対して，新保険会社への移動が勧誘されている。ロンドンの火災
保険企業は，特許会社か非特許会社か，あるいは合本会社か相互会社かという形態の違いを含みつつ，
18世紀中に活発に活動していたが，淵源は南海泡沫時代，あるいはそれ以前に遡る。ハンド・イン・
ハンド（the Hand-in-Hand：これは相互会社だった），サン（the Sun），ユニオン・アンド・ウェスト
ミンスター，およびロイヤル・イクスチェインジ，ロンドン・アシュアランス（最後の２社は特許会社）
の５企業がそれである。その後50年近く，ロンドンでの火災保険企業設立は見られなかったが，1770
年から1800年の間に，12ないし15の新会社がイングランド諸都市で設立された。その中で重要なのは
1797年設立のノリッジ・ユニオンであろう。ロンドンでは1782年に久しぶりに新たな保険会社フェニッ
クス（the Phoenix）が設立された。これは先述した砂糖グループの会社で，イギリスではじめて海外（西
インド）事業を開始した。同社はその後，事業をニューヨークをはじめ，アメリカ諸都市に拡大して
いる。
　1800－24年の期間には，グローブ（the Globe），インペリアル，アトラスの３社，あるいはロンド
ン個銀グループが設立（1821年）したガーディアン（the Guardian）が，重要なものである。1824－ 
26年の経済激動は，保険を滅ぼすよりはむしろ後押しする結果となり，とりわけ1824年には，重要財
界人（ベアリング，ガーニー，ロスチャイルドなど）の後ろ盾を得て，アライアンス（the Alliance）
が設立された。
　1832年にはイングランドとウェールズの火災保険は39企業の手中にあり，その立地はロンドン15，
地方24であった。しかし，ロンドンの15企業が契約額全体（５億ポンド）の11分の７を占めていた。
５億ポンドの約半分をロンドン５大企業（サン，フェニックス，プロテクター：1824年設立，ロイヤル・
イクスチェインジ，カウンティ：戦時中，南部イングランド諸州の支援で設立）が扱っていた。中で
もサンの契約額はこの時期，総額の６分の１を占めていた。地方会社ではノリッジが強力であった。
　スコットランドでは銀行業の場合と異なり，地元火災保険企業の発展は遅れた。この地方の建物の
性格に依るところ大であろう。エディンバラには1720年頃から，相互組織としてフレンドリー・イン
－27－
『近代イギリス経済史　第１巻　第１編　 鉄道時代前夜のイギリス，1820 － 1850 年』要綱， 第６章，第７章 27
シュアランス・ソサイエティがあったのだが，火災保険企業は1800年になってもまだ，これを含めて
二つしかなかった。1824年になってスコティッシュ・ユニオン・ソサイエティが設立されて後，よう
やく急発展が始まった。それでも1836年に存在したスコットランド11会社の契約額合計は，その６年
前のノリッジ単独の契約額よりも少なかった。
　保険企業の組織形態は様々だった。法人格を持った特許会社もごく少数あったが，大多数は特許の
ない合本企業で，その他に，私的なパートナーシップが大規模化したものもあった。後の二つのカテ
ゴリー間の区別はしばしば困難だった。持ち分について少し詳細に見ると，たとえば大手のサンには
元々 24の持ち分が存在したが，1720年に各々が100に分割され，市場で売買された。1828年に持ち分
は再度，２倍に分割されて4,800となり，1892年までそのままであった。ユニオン（1714年設立）は当初，
相互会社だったが，1805年には合本企業として再編され，持ち分は200ポンド単位で1,500に分かれて
いた。200ポンドのうち，20ポンドが払い込み済みで，未払い込み部分は緊急時などに追徴対象となっ
た。この方式は，当時非常に一般的であった。1800－24年に設立された企業はいずれも法人格を持たず，
企業自体が訴訟当事者になれない等の法的な不便が甚だしく，1810－1815年の期間に，彼らのいくつ
かは議会の特別法を獲得せざるを得なかった。この一連の立法は近代株式会社の生成史上，興味深い。
（海上保険：ロイズ）
　海上保険の歴史は家屋・生命保険の歴史よりも古い。また1555年あるいは1613年の保険証券（両年
は，残存保険証券の最古の日付）と1800年あるいは1900年のそれとの間には大差がない。原理は諸個
人による危険の分散引受けである。18世紀初頭にロンバード街のロイズ・コーヒー店に出入りする商
業関係者の間では，個人による危険引受けが重要な役割を果たしていた。南海泡沫の時期に，二つの
会社（ロイヤル・イクスチェインジとロンドン）が海上保険の独占を狙って，特許株式会社形式でこ
の業務に加わった。しかし個人ベースのロイズ・グループの方が強力で，1769－74年の時期に彼らは
好ましくない者を排除する目的で自分たちをクラブ化した。この結果，ロイズ・コーヒー店の名が不
朽になった。主な発起人はペテルスブルグ出身のJ. J. アンガースタイン（John Julius Angerstein）であっ
た。彼はロンドンのモスクワ会社の商人だったが，美術品収集家でもあり，その美術品は後に国立美
術館の中核となった。当初メンバーは80から100人程度であった。
　ロイズ設立当初は海上保険はまだ一般化していなかったのだが，アメリカ独立戦争と対仏戦争が海
上付保の習慣を確立した。ロイズは護送問題については常に海軍本部と密接な連絡を保っており，ロ
イズからのニュースは首相官邸のそれよりも信頼性があった。加盟メンバーは1810年までには1,400
人から1,500人に増加しており，そのうち400ないし500人が中核であった。ロイズは付保を望む者に
は誰でも保険を提供した。中立国の船がイギリス軍に捕獲される危険に対してすら，そうであった。
敵国船の付保ですら，1794年に「国策に反する廉で無効」と決定されるまでは，可能だったのである。
　1820年代になって，N. ロスチャイルドおよびその影響力の強いアライアンスが，議会に働きかけ
て前記二つの特許株式会社の独占権（もっともロンドンでの彼らの力は強くはなかった）を認めてい
た法律を失効させた。アライアンスグループは，資本金25万ポンドでアライアンス海上保険を設立し
た。こうして，1830年頃，会社形態による海上保険は認知され成長しつつあったが，個人ベースの引
受人方式を採るロイズの力は揺らいでいなかった。
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（生命保険）
　近代的生保の幕開けは1762年のエクィタブル（the Equitable）創設に始まる。それ以前にもアミカ
ブル（the Amicable），ロイヤル・イクスチェインジ，ロンドン・アシュアランスが生保として存在し
ていたが，実質上ごく小規模で，かつ生保のノウハウも全く不十分であった。エクィタブルは，1774
年にW. モーガン（William Morgan）が保険数理専門家として職に就いてから，科学的基礎の上に立っ
た生保経営を展開するようになった。彼は56年に亘ってその職にあり，近代生保の確立者としての名
誉を担っている。もっとも，生保が社会的に重要な存在となってきたのは，ようやく彼の晩年期になっ
てからであって，たとえば1800年をとると，ロンドンにあった６つの生保会社が全国的に見ても全て
であり，その後援者も限られていた。
　しかし，対仏戦争とその間の課税方式は，後々まで生保のあり方に影響した。すなわち，まず戦争
は生保を必要としたし，課税面では1799年に生保の保険料が非課税とされた。もっとも，この優遇措
置は1806年になって所得150ポンド以下の人に限定されることになった。この年，生保企業は９つを
数え，1808年に更に８社が加わった。当時の企業は火災保険兼営型と純粋生保型の両者を含んでいた。
1805年創立のアルビオン（the Albion）と1807年設立のイーグル（the Eagle）はともに兼営型であった
が，後にそろって純粋生保型に衣替えした。両者はいずれも10万ポンドの払い込み済み資本金を有し
ていたが，同時期の他の諸会社は金融的基盤が弱く，生存期間も短かった。1824－25年の企業簇生期
には当然いくつかの生保会社も設立されたが，半ばは破綻した。しかし，他の業種に比べると生存率
は高い方で，これは生保への社会的需要が高まってきたことを示唆している。
　対仏戦終了までのスコットランドでは，生保に加入する場合，完全にイングランドの会社に依存し
ていたが，終戦の年に初めて，地元の相互会社スコティッシュ・ウィドウズ（the Scottish Widows） が
設立された。1829年までには同社は25万ポンド以上にのぼる保険証券を発行していた。1823年にノー
ス・ブリティッシュ火災保険会社（the North British Fire Company）が生保業務を始め，またエディン
バラ生保（the Edinburgh Life）が弁護士や著述家の間で設立された。1830年までには，生粋のスコッ
トランド生保企業が７社，業務を行っていた。
（社会保険：友愛協会）
　生保は1830年頃までに定着しつつあったが，貧しい階層は保険で保護される状況にはなかった。議
会も貧困階層の状態とその革命化を心配して，1790年代に友愛組合や貯蓄銀行の設立を奨励した。貧
困層救済制度の設立は，系譜的に見ると二つの流れに負っている。一つは上からの慈善的な努力によ
るものである。議会で友愛組合や貯蓄銀行の主唱者であったG. ローズ（George Rose）の努力などは
それで，彼は1793年にローズ法と呼ばれる友愛組合設立促進法の制定に成功した。友愛組合は各々が
比較的小額を自発的に払い込んで疾病，老齢などに備えていた。二つめの流れは，労働クラブ・労働
組合の互助制度である。友愛組合と労組とは混交しており，混交は1799－1800年の団結禁止法で頂点
に達した。政府は一方で友愛組合を祝福しながら，他方では労組を嫌悪するという矛盾した状況に置
かれていた。F. イーデンは1801年に，イングランドとウェールズを合わせると７千を超える友愛組合
があり，その加盟人数は60万から70万に達するとしている。彼は「仮に１加盟員の家族が４人である
とすると，イングランドとウェールズの総人口の４分の１が友愛組合に加入していることになる」と
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述べている。その後，戦争期を含め，友愛組合は着実に発展した。1829年に，それまでの友愛組合関
係諸法を統一する法が制定されたことにも，その成長をうかがうことが出来る。もちろん，当時の友
愛組合には雑多な，いわば不純な要素も紛れ込んでいたが（単なる酒宴資金積み立てが目的など），
総じては貧困層に対する社会保険的な役割を果たした。
（貯蓄銀行）
　貯蓄銀行（以下，貯銀）に関する法律も，前年（1828年）に統合・修正されていた。最初の法律は
1817年に制定されている。この法が念頭に置いたような貯銀の嚆矢は，おそらくP. ウェイクフィール
ド（Priscilla Wakeﬁeld）が設立した1804年のチャリタブル銀行だろう。1816年に上掲のローズが議会
に問題提起した時には，連合王国に約80の貯銀があった。1817年の法律はイングランド，ウェールズ
を対象としており（アイルランドには別個の法律），スコットランドは除外されていた。同地では既
に銀行制度が小額貯蓄者への便宜を十分に提供していると見られていたのである。イングランドを対
象とした法律は，受託者が業務から利益を得ることを禁じ，貯蓄総額が50ポンドを超えた場合には，
全額を国債減債事務局に送付するよう規定していた。預金者への金利は年４％とされ，減債事務局の
付する金利は，これをほんの少ししか上回っていなかった。預金者の預金額も初年100ポンド以内，
その後の諸年は50ポンド以内と制限された。さらに1824年の法律ではその各々が50ポンドと30ポンド
に縮小され，200ポンドを超える預金には付利が禁止された。これらの規定や，貯銀が速やかに預金
を増やしていったという事実から判断して，主たる預金者が勤労階級であったと想定することは困難
である。それでも勤労階級の貯蓄は上述の友愛組合による預金として貯銀に流入したので，間接的に
は彼らの資金も大いに流入したわけである。1819年の友愛組合法にもこれに対応する規定があり，さ
らに同法は貯銀同様，友愛組合にも資金を国債減債事務局に預託する権利を与えていた。1833年には
イングランドとウェールズに408の信託貯銀があり，預金者は42万5000人，預金額は1,433万4000ポン
ドとなっていた。平均貯蓄額がかなり高いことから判断して，勤労階級ばかりではなく小規模事業者
等々が貯銀を支援していたことは明らかだが，ともかくも，この社会史上もっとも困難な時期に，零
細貯蓄者が中庸の金利で安全に貯蓄を預託する機構が整備されたのであった。
　イギリス社会にはロイズ的な完全自己決定による組織と，貧困層を主対象とする友愛組合・貯銀の
ように，細かな法規制を軸とする組織とがあるが，前者はもちろん，後者の場合ですら，名誉革命以
来の伝統である，社会に関する自由保有者理論（the freeholder theory of society）の枠内にあった。「財
産こそはあらゆる立法の神である」（A. セイエス：Abbe Sieyes：フランス革命初期の指導的思想家の一人）
という思想の強い影響下にあった。産業革命もその思想の子供であって，生みの親ではなかったので
ある。
（証券取引所）
　1770年頃まで，証券ブローカーはまだ社会的信用を得ておらず，禁止的な法規制の対象となってい
た。しかし，ブローカー達は地位向上を求めて，間歇的にではあるが，彼らを正規のブローカー業か
ら排除しようとするロンドン市当局と争いを続け，遂にこの頃勝利を得た。1767年に，市長から交付
されるバッジを持たないブローカー（従来，証券ブローカーには非交付）でも政府証券の取引が出来る
という趣旨の判決が出されたが，これは彼らの地位向上の象徴である。（この辺りでクラパムは broker と 
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jobber という言葉を，同義的に用いている。）
　1762年に彼らは，チェインジ・アリー（Change Alley）のジョナサン（Jonathan＇s）コーヒー店でク
ラブを結成していたが， 1773年にスレッド・ニードル街（Threadneedle Street）にあるみずからの証券
取引所（自称）に移転した。もっとも，実態はまだコーヒー店的なものにとどまった。1802年に彼ら
はケイペル・コート（Capel Court）に引っ越したが，この時にはメンバーも500名を超え，社会的地
位も大いに高まっていた。1815年にフランス政府債がはじめてロンドンで取引および起債されたのを
手始めに，欧州諸国もその他の国々も次々にロンドンで起債するようになり，また1820年代にはいる
と地方投資家も証券投資を行うようになっていた。運河会社に続いてドック，ガス，保険，水道，橋
梁などの諸事業会社が証券を発行するようになり，1824－25年のブーム時には南米の鉱山事業等を中
心に，あらゆる業種の会社がこれに加わった。この頃にはすでに欧州の資金取引センターは，オラン
ダからロンドンに移動しており，その中軸はケイペル・コートのロスチャイルド，ベアリングといっ
た証券業者たちだった。彼らは自分たちで委員会を選んで取引所運営を委ねていたが，これは法令や
行政指導に依らない自律的組織であった。
（穀物取引所，石炭取引所，衣料会館）
　水路で運ばれる穀物はジョージ３世即位（1760年）の頃まで，地の利を生かしてベアー埠頭（Bear 
Quay）で取引されていたのだが，この頃，ベアー埠頭の穀物取引関係者がマーク・レインに地所を
買って取引所を建設した。これは私的ベースの企業であって，持ち分は80に分割され，取引所の管理
は持ち分所有者達によって行われていた。取引所に屋台を出すことは特権を意味し，持ち分所有者の
全てが屋台を出し得たわけではなかった。したがって，取引権限は屋台を出している少数者に集中す
る傾向があり，当然，談合や価格操作に関する非難も聞かれた。しかし，議会では穀物取引のあり方
に干渉すべしという示唆も議論もないままであった。取引所がロンドン取引のごく一部しか扱ってい
なかったこと（証券業者に比べると，取引独占度が非常に軽微），業者達の自主管理も初歩的で弱体
であり，議会としても介入するほどの情報を得にくかったことなどが原因である。
　ロンドンの石炭取引所は歴史と機能において，穀物取引所に酷似しているが，一つ重要な違いもあっ
た。つまり，石炭取引所は1807年に法人化されて法的規制システムに組み込まれ，それが取引に重く
のしかかった点である。ただし，それまでも石炭取引は先述の通り，種々の規制を受けてきたのだが，
1807年法はさらにロンドン貯炭所に到着した石炭の販売は全て取引所で行われるべきこと，売買契約
は問屋の帳簿に記入され，複本がロンドン市の担当事務官に送付されるべきこと，などを規定したの
である。証券取引の場合と比較すると，到着した荷の購入が２，３の強力な業者の手に集中すること
になった点に重要な相違がある。なお石炭についても，取引所はジョージ３世治世の初期に，ビリン
グスゲート・ドック（Billingsgate Dock）から現在の場所に移転しており，穀物取引所の場合と同様，
私的ベースの企業であった。持ち分は64に分割され，それを石炭問屋や炭坑所有者などが保有してい
た。これとは別に取引所取引に参加する資格は，年３ポンド18シリング（もしくは１日６ペンス）を
拠出することによって自由に獲得できることになってはいたが，現実には所定の資金を拠出するだけ
では取引資格を得ることが難しかったようだ。ロンドンで石炭が売却された後の取引には特に規制は
なく，先述のアカウンターなどに次々に分売されていった。
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　18世紀ヨークシャーの衣料品会館（cloth-halls）は，大まかにはロンドンの商業取引所と共通して
いたが，地方に立地しているためにいっそう公共的性格が強いという点では異なっていた。1774－75
年に設立されたリーズの第三次ホワイト・クロス（White Cloth）会館の場合，主として関連する商人，
地主，衣料品業者などの出資によって設立されたが，市当局も多少，拠出している。管理は出資者た
ちとは別の受託業者によって行われていた。取引所の規模は大きく，1,213もの陳列台があり，陳列
台を使用する権利は１ポンド10シリング出せば入手出来た。1806年頃には，この権利の価格は３ない
し８ギニー（１ギニーは21シリング，即ち１ポンド１シリング）まで上昇していた。同じくリーズの，上
記会館より古いカラード・クロス（Coloured Cloth）会館（1756年設立）の場合も，出資や管理業務
の委託については上記と同様で，1,770もの陳列台を擁し，取引所の中庭はこの街の商業・政治の中
心的存在となっていた。しかし1820年代には，この地方の衣料品会館は産業の集中と新たな販売方法
の発達のために，急激に廃れていくことになった。
（最初の商業会議所）
　1780年から1820年の間に登場してきた商業会議所（Chambers of Commerce）は，衣料品会館より
もさらに公共的な性格が強い。会議所はまず，フランスの影響の強かったスコットランドで誕生し
た。グラスゴーでは古くからの商人団体など同業者の会館があり，それらを市当局が統括していたが，
1783年になってクライド（Clyde）における商業と製造業の急速な発展をも包含すべく，グラスゴー
地域商工会議所が結成された。権威を高めるために，同会議所は法人格を獲得したが，基本的にはク
ラブ的な性格を保ち続けた。定款では諸産業の保護・奨励や会議所の内部規制などと並んで，具体的
に穀物法への対処が掲げられていることは興味深い。グラスゴー会議所は40年後に登場するマンチェ
スター会議所と同じく，主としては地方における自由な意見交換および議論の場として機能した。エ
ディンバラでも同じ頃，エディンバラ商人組合（the Company of Merchants of Edinburgh） およびエディ
ンバラ商業会議所（the Chamber of Commerce of Edinburgh）という二つの団体があったが，前者が中
世の同業組合的な性格を帯び，後者が取引の自由を主張するという性格の違いがあったにも拘わらず，
敵対関係にはなく，むしろ相携えてエディンバラの地位向上に努力していた。
　イングランドでもほぼ同じ頃，後の大ブリテン製造業者総会議所（先述）やイングランド商業会議
所（the English Chamber of Commerce）に結実していく動きが見られた。バーミンガムでは1783年に
バーミンガム商業委員会（the Birmingham Commercial Committee）が設立され，これは後にバーミン
ガム商業会議所（the Birmingham Chamber of Commerce）に成長していく。マンチェスターでは同じ頃，
反自由貿易的な委員会があったが，いったん消滅し，1794年に商業協会（the Commercial Society）の
名前で復活した。1801年に再び消滅し，1820年に会議所の名前で再度復活した。この頃，マンチェス
ターの自由貿易主義はまだ鮮明ではない。同じ頃，リヴァプール，ハリファックス，エクセターなど
にも同様の団体があり，1797年に代表を派遣して，マンチェスターやバーミンガムの代表と協議して
いる。しかし，概して商工会議所は，我が国ではごく限られた役割しか果たしていなかった。
